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ローカルベンチマークの目的（共通言語・事業性評価の入口としての機能）

 企業と支援機関、支援機関同士が、同じ目線・枠組みで対話を行う「共通言語」として機能を目指す。

 ローカルベンチマークに掲載されている項目は企業の状態を把握するために押さえておくべき基礎的項目が中
心であり、関係者が同じ目線で対話を行うための基本的な枠組、あるいは事業性評価の「入口」として活用さ
れることが期待される（一度ロカベンを作成しておけば、企業・金融機関・支援機関全員が活用可能）。
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金融機関における独自の事業性評価シートの活用状況

 金融機関独自の事業性評価シートについては「活用している」（69.9％）が最多。
 事業性評価シートの作成においては「企業には掲示していない」（55.1％）が最多、
次いで「企業に提示している」（25.3％）が多かった。
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＜令和2年度委託事業＞ ガイドブック（企業編／支援機関編）を作成
 有識者による検討会を計6回開催し、ローカルベンチマークの普及・促進に向けて、①企業、②支
援機関を対象としたガイドブックを作成。

 ①企業編は、今までロカベンに取り組んだことのない企業であっても、ロカベンを活用して、自社の現
状分析ができるよう作成。②支援機関編は、企業との対話に慣れていない支援機関であっても、ロ
カベンを活用して、企業の強み・弱み等の非財務情報を深掘りできるよう作成。

 今後は、ガイドブックを活用し、企業・支援機関向けの研修やセミナーを実施していくことを検討中。
検討会メンバー一覧

②ガイドブック（支援機関編）

①ガイドブック（企業編）

（委託先：株式会社帝国データバンク）
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＜参考＞ 中小企業・小規模事業者を取り巻く経営環境の変化
 感染症流行による事業環境の変化については、多くの事業者（特にBtoC型の小規模企業）が
感じ取っている。

 従来からの変化が加速したと捉えている企業もあり、個々の企業に合わせた丁寧な支援が必要。

（資料）中小企業白書（2021年版）、小規模企業白書（2021年版）
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中小企業の現状把握の状況
 中小企業庁が実施したアンケートにおいて、自社の経営課題について「現状把握」を実践できてい
る企業は、半数にも満たないという調査結果がある。

（資料）野村総研「令和元年度中小企業支援機関の在り方に関する調査に係る委託事業報告書」
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中小企業の課題解決状況
 中小企業が重要だと考える経営課題分野と、支援機関が対応している分野との間に、一定の差
違が認められる。

 財務部分は支援機関による十分な対応が行われているが、非財務部分（特に営業・販路開拓
や人材）において支援機関による対応が不足しており、中小企業者と支援機関による現状把
握・対話促進が急務ではないか。

（資料）野村総研「令和元年度中小企業支援機関の在り方に関する調査に係る委託事業報告書」
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今後のローカルベンチマーク普及に向けた取組のイメージ

 経済産業省では、①ローカルベンチマークガイドブックを活用した企業・支援機関向けの研修・セミ
ナーの実施、②企業の課題対応型ローカルベンチマーク活用モデルの作成、③政策支援と連携し
た活用の促進

①ローカルベンチマークガイドブックを活用した企業・支援機関向けの研修・セミナー

・ローカルベンチマークを共通言語として対話を行うための目線合わせや実務的な対話手法を理解してもらう目的
・各地域の経産局や財務局のサポートのもと、各地域の支援機関（金融機関・支援団体等）への研修・セミナーを通
じたネットワークの構築

②企業の課題対応型ローカルベンチマーク活用モデルの作成

・コロナの影響で経営環境が急激に変化している状況において、しっかりと現状把握を行った上で企業が金融機関と
対話し「資金調達」を行った事例や、ポストコロナ・ウィズコロナ時代の経済社会の変化に対応するため、支援機関
が事業再構築や新規事業のための「事業計画の策定」の支援を行った事例など、課題や目的別に作成
・東北経済産業局にて金融機関と連携し、企業を複数回訪問し経営課題をヒアリングから聞き出すためローカルベン
チマークを活用した事例や、支援機関と連携し企業に専門家を派遣するモデル事業の取組等を各地域においても実施
できるよう推進

③政策支援と連携した活用の促進

・企業がミラサポplusにて自らローカルベンチマークによる現状把握を行い、定常的にメモ帳替わりに活用し、支援
機関等へ共有し対話を行うことで持続的な支援につながったデジタル活用事例の収集
・伴走支援型特別保証制度などの、連携する中小企業施策にて、中小企業が支援機関とローカルベンチマークを活用
した現状把握を行った上で事業計画等の策定を行い、中小企業への継続的な伴走支援を実施した事例の収集




